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D－0804 温暖化が大型淡水湖の循環と生態系に及ぼす影響評価に関する研究 

（５）温暖化が浮遊性生物相互作用に及ぼす影響評価に関する研究 
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  平成20～22年度累計予算額 11,260千円（うち、平成22年度予算額 3,460千円） 

予算額は、間接経費を含む。 

 

［要旨］琵琶湖における有機物の沈降フラックスの短期的な変動に気象イベントがどの程度寄与

しているのか確かめるため、2008 年 6 月から 2009 年 11 月までの 18 カ月間、琵琶湖第 1 湖盆にて

一次生産と湖底への有機物沈降フラックスを連続的に測定した。乾燥重量で表した全沈降フラッ

クスは、実験期間を通して大きく変動し、30 m で 0.1 - 5 g m
-2

 d
-1、85 m で 0.1 - 4 g m

-2
 d

-1 だった。

多くの場合、85 m での値が 30 m の 2〜3 倍上回り、湖底へ水平方向に物質供給過程の存在する可

能性が示唆された。これに対して炭素フラックスは、30 m でも 85 m でも全フラックスの 3.8-10％

程度であり、実験期間を通して 10 - 400 mg C m
-2

 d
-1 で変動した。一次生産は、25 - 930 mg C m

-2
 d

-1

であり、4 月以降、急激に上昇した後、8 月までは何度か増減を繰り返すが、以後は減少傾向を示

した。30 m での炭素フラックスは 11 月まで一次生産の 4〜30％程度だったが、12 月以降は 100％

を上回った。これは、湖水の鉛直混合が 30 m 以深に達したためと考えられた。  

 観測期間の 8 割以上の日において西北西から北北西の風が卓越しており、これらの風速と全沈

降フラックスの関係をみると、大きなピークは強風の後に認められ、30 m におけるフラックスで

特に顕著だった。年間純一次生産量は、96 g C m
-2

 y
-1 であり、これまでに得られた値に比べると 3

〜7 割程度低かった。一方、30 m で計算した年間炭素フラックスは、30 g m
-2

 y
-1 であり、これは一

次生産のおよそ 3 割であった。沈降粒子の炭素同位体比は、30 m でも 85 m でも 6 月下旬から 7

月上旬にかけて最も高くなり、-20‰を上回った。しかし以後は減少し、10 月から翌年 3 月までの

期間は-27〜-25‰で安定した。4 月から 5 月にかけて-30‰以下に減少するものの以後は-20‰まで

急激に増加した。また、30 m でも 85 m でもほぼ同じ値であり、両深度へ沈降した有機炭素の起源

がほぼ同じであることを示唆した。これが 7.5 m でのセストンの炭素同位体比にほぼ等しいことか

ら考えて、湖底への有機物の沈降フラックスのほとんどが自生性有機炭素と考えられた。  

 

［キーワード］琵琶湖、地球温暖化、炭素フラックス、炭素同位体比、植物プランクトン一次生

産 

 

１．はじめに 

 地球温暖化が進行すると、気温の上昇に伴って湖の表層水温が上昇し、湖水の成層化を促進す

ることが予測される。湖水が鉛直的に安定すると言うことは、深層から表層への栄養塩供給が低

下することを意味し、温暖化の進行によって、初夏から秋にかけての時期、いわゆる湖水の成層

期に有光層内において一次生産の低下が予測される 1)。これは、植食者の減少を招き、さらにそれ
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らを餌とする高次栄養段階の生物生産を低下させると考えられる 2)。一方、陸域より負荷される栄

養塩量に変化は見込まれないので、有光層下部の栄養塩濃度は上昇するものと考えられる。気温

の上昇に伴って発達した湖水の成層期において、台風などの一時的な気象イベントによって湖水

が鉛直的に撹乱された場合には、有光層内に栄養塩が急激に供給されることによって、突発的な

藻類ブルームを生じる可能性が考えられる。それまでの低い一次生産のために低く抑えられてい

た植食性の動物プランクトンはこのブルームを効率良く利用できないので、そのほとんどが湖底

に沈降することになると予想される。これは、湖底への有機物負荷の増大を意味し、成層期に湖

底での酸素消費を促進する可能性を暗示させる。しかし、ここに描いたような表層水温の上昇と

成層期の突発的な撹乱が湖の表層生態系に及ぼす影響について詳細に記述した研究は少ない。  

 

２．研究目的 

 本研究では、琵琶湖における沈降フラックスと植物プランクトン一次生産が湖水の流動および

気象の変化にどのように応答しているのか詳細に記述することを目的とした。湖水が鉛直的に安

定する期間とその期間内における撹乱頻度を、沈降フラックスや植物プランクトン生産と比較す

ることによって、温暖化によって生じる強固な成層構造と、気象イベントによる一時的な撹乱に

よる栄養塩の供給が沈降フラックスに与える影響について調査した。  

 2008年6月から2009年11月までのおよそ18ヶ月間に渡って、琵琶湖北湖第1湖盆に係留系を設置

し、有機物の沈降フラックスと光環境および植物プランクトン生物量の変動について詳細に記述

した。これと平行して、月に一度、光合成-光曲線を求めることにより、植物プランクトンの一次

生産量を見積もった。また観測船を用いてセストン（懸濁物質）の生元素比および炭素同位体比

の鉛直構造を調べた。このようにして本研究では、沈降フラックスと一次生産量について、その

時間変動を詳細に記述し、風向・風速および降水量と比較した。加えて、湖底へ沈降する有機物

の水平分布を詳細に把握するために、湖底表層堆積物（0 – 1 cm）中の有機物含有量について調べ

た。 

 

３．研究方法 

 沈降フラックスを連続的に測定するためのタイマー式セジメントトラップ（日油技研 , 

MC7S-500）は琵琶湖北湖に設定した定点N3.5（水深90 m、35˚23'17.2''N, 136˚05'48.0''E）の30 mと

85 m（図1）に2008年6月20日〜2009年12月3日の期間設置した。トラップサンプルは4-6日間隔で採

取するように設定し、毎月回収・設置することによって、およそ18カ月の期間、連続的にデータ

採取を行った。得られた試料について乾燥重量、有機炭素重量、炭素安定同位体比をそれぞれ測

定した。また、7.5 mに設置した光量子計（JFE Alec, ALW-CMP）とクロロフィル濁度計（JFE Alec, 

ACLW-CMP）の連続データより、光量子量とクロロフィルa量の連続データを取得し、別途、定点

T1（水深86m、35°22.0'N, E 136°06.0'E）にて毎月求めておいた光合成-光曲線を用いて植物プラン

クトンの純一次生産量を見積もった。これらのデータは彦根気象台でモニタリングされている風

向・風速データと比較し、一時的な気象イベントが一次生産および沈降フラックスに与える影響

を評価した。  
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クロロフィル濁度計の測定値は観測期間中、月一回の頻度で測定した同じ深度のクロロフィルa

濃度で校正を行った。クロロフィルa濃度分析用試水はφ47 mmのガラス繊維濾紙（Whatman GF/F）

にてろ過し、この濾紙を90%アセトン水溶液に一昼夜浸漬して植物色素を抽出した後、分光蛍光光

度計（Shimadzu, RF-1500）を用いてクロロフィルa濃度を定量した3)。深度7.5 mで得られたクロロ

フィル濁度計の測定値は、同じ深度でアセトン抽出法にて得られたクロロフィルa濃度との回帰式

よりクロロフィルa濃度に換算した。光照射に対する光合成収率の曲線（Yield-I曲線）は、パルス

変調式クロロフィル蛍光測定器（Heinz Walz, Water-PAM）により求めた。測定は室温  (15 - 25℃)

で行い、測定の前に試水中の植物プランクトンは200 μmol quanta m
-2

 s
-1の光照射下で20分間光順応

させた。こうすることにより、植物プランクトンの光合成反応を各照射レベルにおいて2分以内で

定常状態に近づけることが出来る4)。Yield-I曲線は、47 – 2233 μmol quanta m
-2

 s
-1の8段階の励起光

を2分間照射することで生じる蛍光値（Fm’）を測定して求められる5)。この光源にはPAMに内蔵さ

れている波長660 nmの発光ダイオードを使用した。Yieldは(Fm’-F) Fm’で計算され、励起光照射下

における光化学系Ⅱの量子収率を表す。なお、Fm’とFは、それぞれ最大蛍光強度と定常状態の蛍

光強度を示す。単位クロロフィルa濃度あたりのYieldは、以下の式により電子伝達速度（ETR, μmol 

electron mg chl-a
-1

 s
-1）に変換することができる。  

ETR = Yield IPAR a
*
 0.5 

ここで、IPARは光合成有効放射、a
*は植物プランクトンの光吸収係数、0.5は光が光化学系Ⅰおよ

び光化学系Ⅱに１：１で吸収されると仮定したときの吸収ファクターである。ETR値は、データ解

析ソフトIgorを用いて以下の式によりPlatt et al. 
6)の曲線モデルに曲線回帰した。  

ETR = Ps [1- exp(-αI/Ps)] [exp(-βI/Ps)] 

ここでPsは光阻害欠損時の最大電子伝達速度の測定係数と定義され、αは光照射の初期傾斜、β

は光阻害係数を示す。さらに単位クロロフィルa濃度あたりの炭素固定量（Pg*, mg C chl-a
-1

 s
-1）は、

ETRと炭素固定変換係数0.095
4)を用いて次の式から求めた。  

図1 琵琶湖におけるセジメントトラップ設置地点（N3.5）およびセストン

採集地点（T1）（左図）、および湖底表層堆積物採集地点（右図）。 
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Pg* = 0.095 ETR 

日間総一次生産量（Pg, mg C m
-3

 d
-1）は、連続測定したIよりPg*を求め、これに連続測定したク

ロロフィルa濃度を乗じて算出した。さらに，日間総一次生産量Pgに変換係数0.57
7)を乗じて，日間

純一次生産量を算出した。  

 係留系とは別に、2008年7月〜2009年11月の期間、定点T1において毎月、7.5 m、20 m、75 mの

各深度から懸濁態炭素および炭素安定同位体測定用の試水を採取した。2009年10〜11月には北湖

第1湖盆の湖底に堆積物した有機炭素量の水平分布を明らかにするため、64地点において湖底表面

から1 cm深までの堆積物試料を採取し（図1）、これに含まれる有機炭素、窒素、リン含有量およ

び有機炭素・窒素同位体比を測定した。  

湖底堆積物の採取には、KK式採泥器を使用した。試料を採取した後、船上で堆積物表層の酸化

還元電位と水温を、それぞれ酸化還元電位計（Mettler Toledo, Seven Go SG2; 電極部, Ag/AgCl複合

電極）とデジタル温度計（アズワン , IT-314）を用いて測定した。その後、堆積物を採泥管の下部

から押し上げ棒を用いて抜き出し、堆積物表層0～1 cmの試料を採取した。採取した試料は速やか

にポリエチレン製フリーザーバッグに封入し、冷暗条件にて実験室に持ち帰った。  

 沈降粒子、セストンおよび湖底堆積物中の有機炭素含有量と有機窒素含有量は、1試料あたり約

15 mgを元素分析装置CHNコーダー（Yanaco, MT-5）にて測定した。堆積物試料中のリン含有量は

ペルオキソニ硫酸カリウム分解法により分析した。1試料あたり約25 – 50 mgの堆積物と蒸留水9 

mLをフタ付試験管に入れ、これにペルオキソニ硫酸カリウム溶液1.44 mLを添加した。この分析用

試料はオートクレーブ（120℃，60分）にて加熱分解した後、混合試薬（5N硫酸，モリブデン酸ア

ンモニウム溶液，アスコルビン酸溶液，酒石酸アンチモニルカリウム溶液をそれぞれ順に5：2：2：

1の割合で混合した溶液）を0.9 mL添加・混合し10分間静置した。これを3,000 rpmで5分間、遠心

分離器にかけ、得られた上澄み液の吸光度（波長880 nm）を分光光度計（UVIDEC-320：Jasco）に

て測定した。なお、セジメントトラップで採取した沈降粒子中のリン含有量については、φ25 mm

のガラス繊維ろ紙（Whatman, GF/F）でろ過した後、上記と同様の方法により分析した。  

湖底堆積物中の炭素・窒素安定同位体比は、1試料あたり約10 mgの堆積物をスズカプセルに封

入し、全自動炭素窒素安定同位体測定器（Europa Scientific, ANCA-SL）を用いて測定した。なお、

炭素・窒素安定同位体比は以下の式を用いて算出した。  

    δ13
C  or δ15

N（‰）＝（Rsample/Rstandard - 1）×1000 

 ここで、Rsampleは堆積物試料の13
C /

12
C、15

N/
14

Nを示し、Rstandardは標準物質の13
C /

12
C（Peedee 

Belemnite）、15
N/

14
N（大気中のN2）を示す。  

 

４．結果・考察 

 実験期間を通して、一次生産は 25 – 930 mg C m
-2

 d
-1 であり、4 月以降、急激に上昇した後、8

月までは何度か増減を繰り返すが、以後は減少傾向を示した（図 2）。乾燥重量で表した全沈降フ

ラックスは大きく変動し、30 m で 0.1 – 5 g m
-2

 d
-1、85m で 0.1 – 4 g m

-2
 d

-1 だった（図 3）。多くの

場合、85 m での値が 30 m の 2〜3 倍上回り、湖底へ水平方向に物質供給過程の存在する可能性が

示唆された。これに対して炭素フラックスは、30 m でも 85 m でも全沈降フラックスの 3.8〜10％

程度であり（図 4）、実験期間を通して 10 – 400 mg C m
-2

 d
-1 で変動した（図 5）。炭素フラックス

でも全沈降フラックスと同様に 85 m での値が 30 m での値を上回ることが多く、またその変動パ
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ターンも異なっていた。30 m における炭素フラックスは、2008 年 12 月から 2009 年 5 月の期間、

即ち湖水の循環期に高く、それ以外の成層期に低い傾向を示した。一次生産と炭素フラックスを

比較してみると、12 月から翌年 3 月までの冬期間に炭素フラックスが一次生産を上回っていた（図

6）。30 m でみると、炭素フラックスは 11 月まで一次生産の 4〜30％程度だったが、12 月以降は

100％を上回っていることが分かる（図 7）。これは、湖水の鉛直混合が 30 m 以深に達したためと

考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

図2 2008年12月〜

2009年11月での琵琶

湖における植物プラ

ンクトン純一次生産

量 

図3 琵琶湖北湖定点（N3.5）

における、2008年6月〜2009

年11月の30 m（上）と85 ｍ

（下）での沈降フラックス 
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図4 琵琶湖北湖定点（N3.5）の30 m

と85 ｍにおける全沈降フラックス

に対する炭素フラックスの関係。直

線と数字は全沈降フラックスに対す

る炭素フラックスの割合を示す。深

度30 mでは、炭素フラックスは全沈

降フラックスの3.8〜10％であった。 

 

図5 琵琶湖北湖定点（N3.5）における、2008年6月〜2009年11月の30 m（上）

と85 ｍ（下）での有機炭素フラックス。  
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図6 琵琶湖北湖定点（N3.5）における、2008年6月〜2009年11月の純一次生産

と30 mおよび85 mでの有機炭素フラックス。  

図7 琵琶湖北湖定点（N3.5）における、純一次生産と30 mでの有機炭素フラ

ックスの関係。直線と数字は一次生産量に対する炭素フラックスの割合を示

す。有機炭素フラックスは、成層期には純一次生産の3.8〜33％であるが、循

環期には100％を上回った。  
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彦根気象台で観測された風向・風速をみると、観測期間中の 8 割以上の日において西北西から北

北西の風が卓越しており、4 m s
-1 以上の強い風のほとんど全てが西北西から北北西の風であった

ことが分かる（図 8）。これら西北西から北北西の風速（図 9）と全沈降フラックスの関係をみる

と、大きなピークは強風の後に認められ、30 m の沈降フラックスで顕著だった（図 5 を参照）。

特に、12 月〜翌年 3 月の冬期間には強風の日が多く、冬期間の高い沈降フラックスに対応してい

るようであった。すでに見たように冬期間は炭素フラックスが一次生産を上回っており、明らか

に過大評価と考えられた。おそらく、これは鉛直混合によって一旦沈降した粒子が再度捕捉され

ることによって生じるものと考えられるが、強風時に高いフラックスが認められたことは、この

ことをよく説明している。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図8 彦根気象台における、2008年6月〜2009年11月の風向（上）および風速（下）

の頻度分布。  
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 連続測定結果より得られた年間純一次生産量は、96 g C m
-2

 y
-1 であり、これまでに得られている

140 – 340 g C m
-2

 y
-1 や 323 g C m

-2
 y

-1 比べると 3〜7 割程度低い値となった（表 1）。一方、30 m

で計算した年間炭素フラックスは、30 g C m
-2

 y
-1 であり、これは一次生産のおよそ 3 割が沈降して

いたことを示す（表 2）。この値はこれまでの研究と比較するとやはり 4〜5 割程度低かったが、

生産量に対する炭素フラックスの割合は過去に得られた値に近い。  

 

表 1 これまでの研究と本研究での日間生産量と年間生産量の比較。本研究は純生産量を求めた

が、他の研究は総生産を求めていることに注意せよ。 

Daily production 

(g C m
-2

 d
-1

) 

Annual production 

(g C m
-2

 y
-1

) 
Reference 

0.20-2.17 140-340 
JIBP-PF Research Group of Lake 

Biwa 1975
8）  

0.91-2.67 --- Nakanishi et al. 1992 
9） 

0.45-1.14 --- Takahashi et al. 1995
10） 

0.28-1.29 --- Urabe et al. 1995
 11） 

0.25-2.20 323 Yoshimizu et al. 2002
 12） 

0.02-0.93 96 This study 

 

図9 彦根気象台で観測された2008年6月〜2009年11月における西北西から北北西

の風の日平均風速。  
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表 2 これまでの研究と本研究での日間沈降炭素フラックスと年間沈降炭素フラックスの比較。カ

ッコ内は一次生産に対する沈降フラックスの割合を示す。 

Daily flux 

(g C m
-2

 d
-1

) 

Annual flux 

(g C m
-2

 y
-1

) 
Reference 

0.29-1.15* 

(11-79%) 
--- Nakanishi et al. 1992

9） 

0.09-0.14* 

(8-22%) 
--- Takahashi et al. 1995

10） 

0.06-0.54 

(24-26%) 

78 

(24%) 
Yoshimizu et al. 2002

12） 

0.01-0.21 

(3-59%) 

30** 

(31%) 

This study 

(from April to November) 

0.05-0.39 

(31-504%) 
--- 

This study 

(from December to March) 

*）成層期のみ、**）2008 年 12 月〜2009 年 11 月の積算値 

 

 沈降粒子の炭素同位体比は、30 mでも85 mでも6月下旬から7月上旬にかけて最も高くなり、-20‰

を上回った（図10）。しかし、以後は減少し10月から翌年3月までの期間は-27〜-25‰で安定して

いた。4月から5月にかけて-30‰以下に減少するものの6月以降は再び-20‰まで急激に増加した。

30 mでも85 mでも炭素安定同位体比はほぼ同じ値を示しており、両深度へ沈降した有機炭素の起

源がほぼ同じであることを示唆した。定点T1におけるセストンの炭素安定同位体比は、最も深い

70 mで若干低い傾向は見られたが、沈降粒子の炭素安定同位体比とほぼ同じ変動を示した（図11）。

特に、7.5 mでのセストンの炭素同位体比は沈降粒子のそれとほぼ等しい値を示した。このことは、

湖底への沈降フラックスのほとんどが自生性の有機炭素であることを強く支持する結果となった。 

 

図10 琵琶湖北湖定点（N3.5）における、2008年6月〜2009年11月の30 m

および85 mでの炭素安定同位体比の季節変化。 
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 琵琶湖北湖に設定した46定点における湖底堆積物中の炭素含有量の水平分布をみると、第1湖盆

中央部より若干北に偏って炭素含有量の高い部分が分布しており、12.6 - 57.8 mg g
-1の範囲にあっ

た（図12）。窒素含有量もほぼ同様の分布パターンを示し、1.9 - 8.8 mg g
-1であった（図13）。リ

ン含有量も同様の分布を示したが、炭素や窒素に比べてより顕著に北に偏った地点に集中して分

布する傾向が認められ、0.23 - 0.90 mg g
-1の範囲にあった（図14）。  

 本調査地点において炭素安定同位体比は北西域で低く、南東域で高くなる傾向を示したが（図

15）、その変動幅は-26.9〜-24.8‰と極めて類似しており、またセジメントトラップで捕集された

沈降粒子のそれにほぼ一致した（図10を参照）。一方、窒素安定同位体比は3.3〜8.4‰を変動し、

炭素含有量と同様に第1湖盆中央部より若干北に偏って高い値を示す傾向が認められた（図16）。 

 堆積物の分析で見られた、湖底堆積物表面における炭素、窒素、リンの集積箇所は第1湖盆中央

部よりやや北に偏った地域であった。そして、これは琵琶湖北湖で夏季から秋季にかけて湖底近

傍の溶存酸素量が最も低下する範囲と良い一致を示した。セジメントトラップを設置したN3.5は

ちょうどこの近傍に位置している。本研究で、30 mでの炭素フラックスより85 mでのフラックス

が多くの場合で高かったことは、この地域へのセストン、あるいは再懸濁した堆積物の集積機構

が存在する可能性を暗示させたが、堆積物表面における炭素、窒素、リン含有量や窒素安定同位

体比の偏在性はこの仮説を強く支持するものであった。  

 

 

図11 琵琶湖北湖定点（T1）における、2008年6月〜2009年11月の

7.5 m、20 m、70 mでの炭素安定同位体比の季節変化。 
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図12 琵琶湖北湖第1湖盆周辺水域における、2009年10月〜2009年11月での湖底

表面堆積物中の有機炭素含有量の水平分布。 

図13 琵琶湖北湖第1湖盆周辺水域における、2009年10月〜2009年11月での湖底

表面堆積物中の有機窒素含有量の水平分布。 
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図14 琵琶湖北湖第1湖盆周辺水域における、2009年10月〜2009年11月での湖底

表面堆積物中のリン含有量の水平分布。 

図15 琵琶湖北湖第1湖盆周辺水域における、2009年10月〜2009年11月での湖底

表面堆積物中の炭素安定同位体比の水平分布。 

図16 琵琶湖北湖第1湖盆周辺水域における、2009年10月〜2009年11月での湖底

表面堆積物中の窒素安定同位体比の水平分布。 
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５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

 本来、有機物は湖底へ沈降しながら分解されてゆくため、理論的には浅層での炭素フラックス

より深層でのそれのほうが遙かに小さいはずである。しかし、本研究の結果は全く逆であり、水

平方向からの物質輸送が湖沖帯における有機物フラックスに影響を与えている可能性を示唆した。

これは、湖における物質輸送過程に湖水の流動が大きく関わっている可能性を示しており、湖底

への有機物輸送を考えるとき、重要な要素となることを示唆する。そして、湖水の流動、特に内

部波に関わる湖水の動きは風向風速に大きく依存するため、気候変動に大きく影響される可能性

を内在している。即ち、気候変動の長期トレンドが湖の沈降フラックスに影響を与える可能性を

示している点において重要な知見を与えたものと確信する。また、鉛直循環期における沈降フラ

ックスが過大評価する証拠を得たことは、今後同様の観測をする際の注意点を与え、また、これ

までの報告を再検討する際においても重要な示唆を与えることになるだろう。 

 

（２）環境政策への貢献 

本研究の成果は、温暖化が大型湖沼の生態系と物質循環に及ぼす影響評価のうえで不可欠な基

礎的情報であり、温暖化影響予測モデルの高精度化に貢献する。この意味において、環境政策に

貢献している。今後、陸水学会等での発表を通じて、成果の広報・普及に努める。 
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